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経 済 労 働 委 員 会 記 録

開催日時 平成３０年１２月１１日（火） １３：０４～１５：０７

開催場所 第３委員会室

出席委員 ８名

和田 恵治 委員長

森山 賀文 副委員長

池田 慎久 委員

川口 延良 委員

西川 委員

松尾 勇臣 委員

奥山 博康 委員

今井 光子 委員

欠席委員 なし

出席理事者 中川 産業・雇用振興部長 ほか、関係職員

傍 聴 者 なし

議 事

（１）議案の審査について

議第９５号 平成３０年度奈良県一般会計補正予算（第３号）

（経済労働委員会 所管分）

（２）その他

＜会議の経過＞

○和田委員長 ただいまより経済労働委員会を開会します。

本日は、理事者において山本農林部長が欠席されておりますので、ご了承願います。

もし、本日傍聴の申し出があれば、２０名を限度に入室していただきますので、ご承知

願います。

それでは、案件に入ります。

まず、付託議案の審査を行います。

当委員会に付託されました議案は、委員会次第に記載のとおりであります。

審査に先立ち申し上げておきますが、委員長報告は、正副委員長会議の申し合わせによ

り、付託を受けました議案の審査結果についてのみの報告となりますので、あらかじめご
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了承願います。

それでは、付託議案について、中川産業・雇用振興部長、石井農林部次長の順に説明お

願いします。なお、理事者におかれましては着席にてご説明、ご報告願います。

○中川産業・雇用振興部長 委員長から着座にてというご配慮をいただきましたので、座

って説明させていただきたいと思います。

資料「平成３０年１１月定例県議会提出予算案の概要」の５ページの７、経営資源の活

用による行財政マネジメントを推進しますの給与改定に伴う増額です。平成３０年の奈良

県人事委員会勧告の趣旨に基づき、給与改定を実施することで増額となる５億４，３１２

万３，０００円のうち、産業・雇用振興部に係るものは４８７万円余です。以上が産業・

雇用振興部の議案です。何とぞご審議のほど、よろしくお願いします。以上です。

○石井農林部次長（統合本部担当、企画管理室長事務取扱） 農林部関係の議案について

ご説明します。着座にて説明します。

同じく、資料「平成３０年１１月定例県議会提出予算案の概要」の２ページ、政策体系

１番目の農地及び農業用施設災害復旧事業です。この事業は、ことし発生した台風２１号

や台風２４号等により被災した農地や農業用施設を早期に復旧するための経費として、記

載のとおり補正をお願いするものです。

被災農業者向け経営体育成支援事業です。これは、台風により被災した農業用ハウスや

農業用機械などの再建、修繕等を早急に実施するための経費として、記載のとおり補正を

お願いするものです。

林道災害復旧事業です。この事業は、台風により被災した十津川村や上北山村等で発生

した林道被害について、早急に復旧するための経費として、記載のとおり補正をお願いす

るものです。

３ページ、政策体系４番目、なら食と農の魅力創造国際大学校運営事業です。この事業

は、現在の契約が今年度終了することから、次期契約に係る業者選定等の事業期間を確保

するため、記載のとおり債務負担行為をお願いするものです。

５ページ、十津川・紀の川２期地区農業水利用事業費負担金で、これは吉野川分水施設

の老朽化に対応をするために実施された国営事業が完了したことに伴う地元負担金の支払

いについて、繰り上げ償還額を増額するための経費として、記載のとおり補正をお願いす

るものです。

政策体系の７番目、給与改定に伴う増額で、５億４，３００万円余のうち、農林部に関
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するものは１，５００万円余です。

６ページ、繰越明許費補正で、林道整備事業及び治山事業です。ことし８月に発生した

台風２０号の豪雨により現地の地形が変わったことから、工法の検討及び再測量が必要と

なり、不測の日数を要したため、それぞれ記載のとおり繰り越しをお願いするものです。

以上が１１月定例県議会に提出した議案の農林部に関する事項です。ご審議のほど、よ

ろしくお願いします。以上です。

○和田委員長 ただいまの説明について、質疑があればご発言願います。なお、その他の

事項については後ほど質疑を行いますので、ご了承ください。

○今井委員 台風被害のことで教えていただきたいのですけれども、今までビニールハウ

スが壊れた場合には、この農業被害の対策の救援はなかったと思うのですけれども、今回

そうした形でつくっていただいているのですが、具体的にどういう災害であればどのくら

い補助が出るかお聞かせいただきたいです。

○服部担い手・農地マネジメント課長 どのくらいの被害があればということですけれど

も、今回の被災者向けの経営体育成支援事業で、基本的にこれは大規模災害ということで、

国で被災者向けの事業が発動された場合について、国の支援とあわせて県も支援するとい

う事業です。補助の内容は、農業用施設あるいは農業用機械、これに対して、国が２分の

１、これにあわせて県が１２分の１、あわせて市町村についても同じく１２分の１を支援

しようという事業です。

○今井委員 これまで補助範囲にならなかった部分を支援するということは前進している

と思うわけですけれども、大阪府などでは、国が２分の１に対して大阪府が１０分の１、

市町村が１０分の１という支援状況だと聞いています。９割、被災したところに支援を行

っているということですので、奈良県も１２分の１ということで支援をしていただいてい

るのですけれども、現場の被災された方からすれば、もう少し支援してほしいという思い

もあることをお伝えしたいと思います。

○松尾委員 関連で確認したいのですが、今井委員から質問があったのですが、以前まで

のこういう自然災害によるビニールハウス被害に関して県の補助が全くなく、今回、国の

支援メニューが立ち上がったので県もやりますということでいいのですよね。

○服部担い手・農地マネジメント課長 今回はそうです。

○松尾委員 いつも言わせていただくのですが、今回の被害だけでも、前回の雪害もそう

ですけれど、被害者は同じ被害を受けているわけです。これからもっともっとこういう気
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候になっていますので、いろいろな災害が起こり得る可能性がありますので、国の支援マ

ニュアルが出たから県もやりますではなく、今回のこれを契機に、恒久的な被害対策のマ

ニュアルをつくるとか、被害の支援の仕組みをつくるなど考えておられないか、考える気

がないか、お聞かせ願います。

○服部担い手・農地マネジメント課長 自然災害に対する被害に対しては、県では個人の

財産は個人で守るということを前提に考えています。今回の台風などの被害による損害を

補償するためには、例えば農業共済制度が整備されていますし、米や果樹以外にも、被害

に遭ったビニールハウスなどの施設、野菜や花などの施設内の農作物、農業用機械に対し

て、被害の程度や掛金に応じた共済金が支払われることとなっております。また、被害を

受けられた農家を資金面で支援するためには、運転資金などを融資する農林業セーフティ

ネット資金、あるいは被災された施設の復旧に利用できる農業近代化資金の農業制度資金

などが準備されています。さらに来年の１月から、農業経営収入保険制度が新たに導入さ

れることになっており、近年、豪雨や台風、地震などによる農業被害が頻発する中で、農

業者の方々がこのような保険制度に加入されることが非常に重要であると考えています。

一方で、甚大な被害について、国が必要と認めた場合は、今回の台風被害に対する支援

なども適用されていますので、この場合については県の補助支援、県の上乗せ措置などを

行い、措置を講じているところで、おっしゃったマニュアルや被害者支援の仕組みについ

ては、今後検討させていただきたいと考えています。

○松尾委員 検討していただけるとのことなので、よろしくお願いします。甚大な被害の

定義が全く私にはわかりません。果たして台風の大きさなのか、被害の面積の大きさなの

かよくわかりません。ハウスが倒壊された人は、１棟でも１０棟でも、１件でも１０件で

も倒壊したことには変わりがないわけですから、だから、国の支援制度がありましたから

と、このときはその制度があって、今は災害が起こったら、起こらないほうがいいですけ

れど、起こったときにはマニュアルがないですからできませんというような、バランスの

悪いことはぜひやめていただきたいと思います。本当に農業の担い手を確保していくのも

大変な時代になっていますので、奈良県は農家にすごく優しい県であることを売りにして、

担い手を確保していただきたいと思います。ぜひ検討をよろしくお願いします。終わりま

す。

○和田委員長 理事者側の答弁は簡潔にお願いします。

ほかにございませんか。
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（「なし」と呼ぶ者あり）

ほかになければ、付託議案についての質疑を終わりたいと思います。

続いて、付託議案について委員の意見を求めます。ご発言願います。

○池田委員 自由民主党としては、本委員会に付託されています全ての議案に賛成します。

○西川委員 自民党奈良も、この議案に対して賛成します。

○今井委員 日本共産党も必要な議案だと思いますので、賛成します。

○松尾委員 賛成します。

○川口（延）委員 自民党絆としても、付託された議案に賛成します。

○松尾委員 済みません、先ほどの言葉は訂正させていただきます。日本維新の会として

は、今回一般職の給与の増額が入っていますので、その部分に関して反対とさせていただ

きます。

○和田委員長 給料ですか。

○松尾委員 はい。５ページです。

○和田委員長 ちょっと確認しておきますね。

資料「平成３０年１１月定例県議会提出予算案の概要」の５ページ、給与改定に伴う増

額についてです。それでいいですね。

○松尾委員 はい。

○森山副委員長 国民民主党として、付託された議案に賛成します。

○和田委員長 議第９５号中、当委員会所管分について委員より反対の意見がありました

ので、起立により採決をいたします。

お諮りします。議第９５号中、当委員会所管分について、原案どおり可決することに賛

成の方の起立を求めます。

（賛成者起立）

ご着席願います。

起立多数であります。よって、議第９５号中、当委員会所管分は、原案どおり可決する

ことに決しました。

これをもちまして、付託議案の審査を終わります。

次に、その他の事項に入ります。

中川産業・雇用振興部長から、（仮称）奈良県国際芸術家村宿泊事業者公募型プロポー

ザルの実施について、石井農林部次長から、奈良県農業研究開発中期運営方針の現方針と
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次期方針（案）について、中村農林部次長から、奈良県中央卸売市場再整備基本計画中間

報告の概要（案）について報告を行いたいとの申し出がありましたので、報告をお願いし

ます。

○中川産業・雇用振興部長 資料「（仮称）奈良県国際芸術家村宿泊事業者公募型プロポ

ーザルの実施について」をお目通しをいただければと思います。

（仮称）奈良県国際芸術家村において、来場者の利便性向上及び滞在型観光の促進のた

めの宿泊事業者の公募を行いたいと思っています。宿泊施設は民設民営です。宿泊事業者

が施設を建設、運営もしていただけるということです。公募する宿泊施設は旅館業法に規

定します旅館、ホテル。客室数、客室の広さ、客室価格帯は事業者の提案によるというこ

とです。宿泊施設の建設のための土地は、記載の状況です。公募のスケジュールは、募集

要項の公表が平成３０年１２月５日からで、最終的に優先交渉権者を決定するのは平成３

１年３月中旬を予定しています。以上です。

○石井農林部次長（統合本部担当、企画管理室長事務取扱） 奈良県農業研究開発中期運

営方針、現方針と次期方針（案）についてご説明します。

農業研究開発センターにおいては、平成２６年度より奈良県農業研究開発中期運営方針

に基づき、漢方、育種、加工、栽培の４つの大課題に沿って研究を行ってきました。まず、

その成果について主なものをご紹介したいと思います。漢方ですが、省力・安定生産技術

の開発成果を踏まえた大和当帰の栽培マニュアルを作成するとともに、葉と根の両方とも

利用できる収穫法の開発を行い、生産現場において活用しています。育種においては、産

地のニーズに合ったイチゴや小菊など、奈良オリジナル品種の育成を行いました。また、

加工においては、本県の特産品である柿やイチジクを用いて、柿の糖蜜漬けやイチジクグ

ラッセを開発して、県内の女性グループや福祉施設等で製造販売しています。栽培におい

ては、パイプハウスの雪害対策や農作業を補助する自走式の運搬車の開発など、多分野に

わたる研究を行ってきました。

この中期運営方針ですが、今年度末で計画期間が終了しますので、平成３１年度から改

正される次期運営方針においては、これまでの研究成果を踏まえて、さらに発展的な研究

を行いたいと考えています。これまで研究に関して、生産者や消費者、有識者の方々から

さまざまなご意見をいただいており、それを踏まえて次期方針の柱の案を作成したところ

です。これまでの研究課題の柱については継続しつつも、栽培については、高品質、安定

生産、省力化、環境保全の４課題に分類しました。現在、それぞれの項目に沿い、具体的
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な研究内容について検討を行っています。

なお、この方針ですが、議会の議決事項となっていますので、これまでの研究成果を評

価した上で次期の運営方針案を策定して、改めてご審議をいただく予定としています。中

期運営方針の説明については以上です。

続きまして、奈良県中央卸売市場再整備基本計画の中間報告の概要（案）について、中

村農林部次長よりご説明させていただきます。

○中村農林部次長（市場担当） 奈良県中央卸売市場再整備基本計画の中間報告の概要に

ついてご説明します。

奈良県中央卸売市場は昭和５２年の開場以来、県民の台所としての役割を担ってきまし

た。しかし、近年は市場を取り巻く状況が大きく変化し、加えて開場から４１年が経過し、

施設の老朽化が進んでいることから、それらへの対応が重要な課題であると捉え、ことし

３月に市場の再整備の基本的な方針等をまとめた奈良県中央卸売市場再整備基本構想を策

定しました。今年度は、県民に親しまれる、にぎわいのある市場づくりに向けて、この基

本構想の基本コンセプトである市場本来の卸売機能、ＢｔｏＢの効率化、それから高性能

化及び一般消費者を対象とした新しい機能、ＢｔｏＣの導入とあわせて、そうした整備に

ＰＦＩ事業など民間活力を導入することについて具体的な戦略の取りまとめを進めており、

今回、これまでの検討状況について報告させていただきます。

なお、本中間報告は現時点での案です。引き続き、本委員会並びに関係者の皆様のご意

見を伺いながら、奈良県中央卸売市場再整備基本計画として取りまとめていきたいと考え

ています。

１ページ、市場を取り巻く環境の変化と課題について整理をしています。現状について

は説明を省略しますが、そうした状況から市場の施設規模の余剰と狭隘、物流動線が非効

率、品質保持困難な開放的施設、駐車スペースの低利用、さらには、市場のにぎわいの衰

退などの課題を捉えて、再整備のコンセプトとして、市場エリア（ＢｔｏＢ）については、

市場本来の卸売機能の効率化や高性能化とあわせて、奈良市場のブランド力の向上に向け

た取り組みが必要と考えています。特に市場内事業者からの要請もあり、生鮮食料品を扱

う市場として、徹底した品質管理を行うべく、コールドチェーンに対応した施設整備は最

重要と考えています。

また、にぎわい創出エリア（ＢｔｏＣ）について、ＢｔｏＢエリア施設のスリム化によ

り生み出された余剰地を活用し、ＢｔｏＢとの連携により相乗効果が見込める一般消費者
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や観光客が訪れる集客施設等の整備に向け検討を行っているところです。それぞれの施設

の整備方針と具体的な内容について、例示的に整理しています。

ＢｔｏＢについては、利用可能な既存施設のリノベーションを原則として整備を進める

方向で、現在、市場内事業者と意見交換をしながら検討を進めています。また、ＢｔｏＣ

については、奈良の市場が取り扱う生鮮食料品のほか、奈良県発祥のお菓子や酒など、県

内のよりすぐりの食材を取りそろえ、食べる、買うだけでなく、食材について学ぶことが

できるイータリーの思想を取り込んだフードホールの整備を中心に、集客が見込める施設

について検討を進めています。

なお、余剰地を活用したにぎわいづくりの一例としては、フードホールのほか、多様な

機能を有するアリーナや宿泊施設の検討も進めていきたいと考えています。

スケジュールについては、今年度策定する基本計画をもとに、ＢｔｏＢについては来年

度に概略設計を行った上で、２０２１年度からの着工を目指したいと思っています。また、

ＢｔｏＣについては、仮設施設の設置や、駐車場の確保及び建築基準法施行条例の技術基

準を満たすための主要道路との接道の確保が必要となることから、区域規定側の用地買収

を進める予定としています。

なお、これらの整備に当たっては、その運営も含めて、民間の活力や資金、経営ノウハ

ウの導入検討を行っており、事業者募集の準備作業を進めたいと考えています。概算事業

費については、ＢｔｏＢ施設について試算を行い、現時点では約２００億円を想定してい

ます。試算に当たっては、今年度当初に市場内事業者を対象に調査した再整備後の希望面

積をもとに、主要な施設の規模を算出し、整備費を試算しています。

２ページ、現時点でのＢｔｏＢエリアの施設計画と全体の土地利用のイメージ、その鳥

瞰図とＢｔｏＢのイメージパース及び他市場の事例を写真にて示しています。再整備の実

現には市場関係者が一丸となって取り組むことが必要であることから、場内事業者と意見

交換を行い、議論を重ねており、今年度末の策定を予定しています再整備基本計画に反映

すべく、引き続き検討を進めてまいります。以上、中間報告の概要の説明とします。

○和田委員長 ただいまの報告、または、その他の事項も含めまして、質問があればご発

言願います。

○松尾委員 きょうはたくさん用意してきました。時間がかかるかもしれませんが、よろ

しくお願いします。

まず、国際芸術家村のプロポーザルのお話をいただいたのですが、本当に簡単な話です



- 9 -

が、「（仮称）」がなかなか取れないので、いつ正式名称が決まるのかという単純な質問を

させていただきます。聞いていたら違う名前がちらほら出てきたりもするので、わかって

いたら答えていただきたいと思います。

○中川産業・雇用振興部長 ただいま「（仮称）」がついています。申しわけありませんが、

これは地域振興部で所管していますので、私は存じ上げていないということでご了解くだ

さい。

○松尾委員 それなら地域振興部に聞きます。

次に、報告案件の奈良県農業研究開発中期運営方針ですが、確認をさせていただきます。

説明をいただいたのですが、前回の計画は５年計画で、今年度末に前回の計画が切れると

いうことで、単年度ごとに事業の検証をしていると聞いているのですが、５カ年計画で５

年、最終年度の成果が次の年に反映し、４月から来年の計画をするのでしたら反映する時

間がないだろうと心配をしており、当初の中にはＰＤＣＡサイクルをしっかりやると書い

てありましたので、きちんと前回の計画が反映される次の計画になるのかどうかを確認さ

せていただきたいと思います。

○田中農業水産振興課長 ただいま奈良県農業研究開発中期運営方針のことで質問があり

ました。

基本的にはＰＤＣＡサイクルを回しており、５年目の平成３０年度については、できる

限り早く研究評価委員会を開き評価して、５年間の総括をした上で、次期の中期運営方針

を作成したいと思っています。以上です。

○松尾委員 早く開催するというのは、４月１日から次期計画をつくろうとしているので

すよね。前回の計画はいつで切れるのですか、３月３１日で切れるのですよね、違うので

すか。それで、早くしてどうやって反映するのか、全然わからないのですけれど、もう一

回教えてください。

○田中農業水産振興課長 基本的に試験研究は１年で終わるのもありますし、早く終わる

のもありますけれども、その部分について、評価委員会で基本的に練った上で５年間の総

括をさせていただいて、基本的には３月３１日で終わって４月１日から始まるのは原則で

すけれども、できるだけ早く総括を行って、次期運営方針をつくっていきたいと思ってい

ます。以上です。

○松尾委員 私の理解力がないのかもしれませんけれど、そうしましたら、多分決まって

いないという話だと思うので、５年の長期計画の骨子の計画なので、非常に大切だと思い
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ます。別に４月１日からしなくても、前回の計画もお聞きしたら６月１日から計画してあ

るのです。それなら４月に年度初めからしなければいけないという話ではないと思うので、

しっかりと５年間の検証をしていただいて、石井農林部次長もおっしゃっていましたけれ

ど、さらに発展した計画にしていくという話ですから、さらに発展した計画にするために

は検証は絶対に必要ですので、しっかりやっていただけるよう、よろしくお願いしたいと

思います。これは終わります。

次に、いつも質問をさせていただくのですが、ときのもりで、運営の努力をして、徐々

に成果が上がっているという話もいただき、ご苦労さまです、ありがとうございます。そ

れでも、この直近３カ月のデータをいただいたのですが、まだまだ事業者がプロポーザル

で提出してきた目標金額にはほど遠い状況です。達成率は、９月でしたら５７％、１０月

は６１％、１１月は７０％で頑張っていますでは済まされないと思います。先日もＢＳテ

レビを見ていましたら、たまたまときのもりが取り上げられており、こんなところにも取

り上げられているのだと思いつつ、この数字が改善されているだろうと思いましたが、い

ただいた資料では全然改善されていないので、どういった努力をされてここまできたのか、

これから県として事業者にどういった指導をしていくのか、お伺いさせていただきます。

○原マーケティング課長 ときのもりに関してどういう努力をしているか、今後どうして

いくかということです。

まず、達成率と売り上げについては、松尾委員からもご紹介いただきましたように、最

近では昨年に比べて向上しています。ことし４月から１１月を昨年の同時期と比較します

と２６％向上したという数字にはなっていますが、まだまだ提案の目標に対しては達成で

きていないので、真摯に受けとめながら運営者ともども改善、向上に向けて努力をしてい

ます。

どんなことをしているかと申しますと、いろいろなことをやっているわけですが、まず、

運営者に誘客対策ということで、いろいろな特別展示、１階の展示では特別な展示をやっ

ていただいたり、２階では子ども向けの食育に関するランチをやっていただいたり、いろ

いろな方とのコラボディナーなど特別なイベントもやっていただきながら誘客の促進を図

っていただいています。情報発信では、先ほどテレビのこともおっしゃっていただきまし

たが、そういう取材を積極的に受けて、秋には大きなテレビ番組２番組に取り扱っていた

だいたり、フェイスブックなどのＳＮＳもしっかりと発信しており、フォロワー数もふえ

ています。県としても、ときのもりがある港区と連携して、港区において奈良県の食のＰ
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Ｒをさせてもらうとともに、ときのもりのＰＲも一緒にやっていただくなど、住民に向け

た取り組みもやっています。今後、まだまだ達成できていないわけですけれども、事業者

と月１回の定例での運営会議もやっていますので、皆さんからいただいているいろいろな

アイデアも含めて、さらに改善して目標を達成できるように努めたいと思っています。以

上です。

○松尾委員 改めて、この契約書をきょういただき、読み直したのですけれど、今までレ

ストランをつくるときからこの委員会に在籍させていただいているのですけれど、奈良県

の県産農産物を首都圏に拡大するという話や説明ばかりで、それならばどれだけの効果が

出てくるのですかという質問、もちろんそういうお話をいただくので、そうなってくるの

は当然の話です。今回契約書を改めて見させていただいたら、食のアンテナショップとし

て県産食材を活用して、奈良県及び県産食材のイメージアップ、ブランド力向上につなが

るようなレストランを東京都内で運営することという目的も書いてあります。こういうこ

とも言ってもらっていれば、また今まで違ったと思うのですけれど、それでもプロポーザ

ルで事業者が提案してきた約束は約束ですので、約束を守られない部分は、県民の貴重な

税金で支払われているわけですから、絶対に守ってもらえるように、さらなる努力をお願

いしたいと思います。毎回質問させていただきたいと思います。

最後ですが、中央卸売市場の再整備について、本会議の知事の答弁を聞いてびっくりし

て、ホテルやアリーナという話が出てきたので、まず、この中央卸売市場の再整備に関し

てホテルやアリーナが何が関係あるのかを教えていただきたいと思います。

○原マーケティング課長 ホテルやアリーナがどう関係してくるのかというお話です。

本来市場は事業者同士の取引の場で、一般消費者がなかなか買い物等はできない場であ

るので、ＢｔｏＣとして、消費者向けに市場の食材等を販売したり、それを使った料理が

食べられたりというにぎわいをつくっていくことを、再整備基本構想では整理しています。

にぎわいをつくっていく中で、この再整備で生み出される余剰地もありますので、先に言

いました飲食等の提供をした上で、さらに余剰地ができた場合、どういうものがにぎわい

をさらに広げるために適しているだろうかと、場内事業者や民間企業の方からも意見を聞

いた結果、一つはアリーナ、もう一つは宿泊施設が、市場との関連性を踏まえてにぎわい

をつくっていくものとして適しているというか、一つの候補になるのではないかと出てき

たものです。

ただ、それだけではなくて、全庁的な視点で考えますと、アリーナについてはくらし創
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造部でスポーツ振興ビジョンを検討しており、どのようなスポーツ施設が県内にあるとい

いかという議論との連携の面もあります。

もう１点、宿泊施設については、スポーツと関係するのですが、近くにあるスイムピア

奈良のスポーツ選手の宿泊施設も必要ということで、それとの連携など幅広い観点で一つ

の案として検討しています。以上です。

○松尾委員 案ということですが、あれだけ本会議でおっしゃったので多分やるだろうと

思うのですが、余剰地と表現されているのですけれど、その整備の図面を見ていたら、余

剰地など本当にないだろうと思うのですけれど、一体どのくらい余剰地があると思ってい

るのですか。教えてください。

○原マーケティング課長 余剰地ですが、今、場内の各所に散らばっている加工施設、冷

蔵施設、荷さばき場などを真ん中にある卸売場棟に集約して、再整備を行うことで、周辺

に余剰地も生まれてくると考えています。面積について、手持ちの資料がありません。申

しわけございません。

○松尾委員 どれだけ余剰地が出てくるかわからないのに、これを建てますよ、あれを建

てますよというのも、乱暴な話だと思いながら聞いています。例えば今の県内の宿泊施設

の客室稼働率について、参考に資料をいただいたのですけれど、県内をＡからＦのエリア

に分けての客室稼働率で、大和郡山市はＡ地区になっています。奈良市、生駒市、天理市、

大和郡山市、香芝市、平群町、三郷町、王寺町、斑鳩町、安堵町、広陵町、山添村がＡ地

区で、Ａ地区の客室の稼働率が平成２８年度で７８．１％、平成２９年度は３．１ポイン

ト下がって７５．０％で、稼働率が下がっているのです。恐らく奈良市の客室稼働率が高

い。これは推測ですけれど、先ほど言った市町村の中で、今一番高いのは恐らく奈良市で

あろうと。それ以外はそれ以下で低いので、平均をとって７５％というと、もしかしたら

６０％ぐらいしか回っていないのではないかと。大和郡山市に関する旅館業の許可をとら

れているホテルにも資料をいただいたのです。自分で調べたのですけれど、４６６部屋あ

るという話ももらっていますので、果たしてこれ以上に必要なのかと、スポーツと無理や

りこじつけでいくのなら、スイムピアの周りにホテルを建てたほうがもっとよいだろうと

思います。本当に計画がきちんと詰めていない中でぱあんと発表されたのかなという不安

があり、例えば、今の既存のホテル業者と話し合いや、例えばＢｔｏＣで場内で買ったも

のを食事していただく、調理するようなスペースもつくるというのなら、大和郡山市内の

商店街の方々とも話さなくてはならないと思います。そういったところまできちんと詰め
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てのこの案かどうかを、確認させていただきたいと思います。

○原マーケティング課長 計画中間報告に当たり、地元等と詰めているかということです

が、一旦中間報告をつくってご意見を聞いてということで、まだこれから市もしくは団体

の方といろいろと話を進めたいと思っています。

○松尾委員 話をしてくださいではなく、話をしておいてこの計画があって当たり前だと

私は思っていますので、必ず早急にしっかりと話し合いを持って、意見も聞いていただき

たいと思います。

多分いろいろ聞いても決まっていないことだらけと思うので、大和郡山市の市場を見に

行って、不思議に思ったことをお聞きします。写真を撮ってきたのですが、国道２５号か

ら進入路があり、見えないでしょうけれど、これが進入路になっているのですが、現在使

われていないのです。駐車場のようになっていて、物置になっているのです。市場の場内

で車どめが置いてあり、使っていない状態になっているのです。警察との協議も要るのか

どうかはわかりませんけれど、恐らく昔進入路のために買ったことですし、国道２５号か

らのアクセスとなれば、今の整備とは関係ないですけれど、早急に利用するべきと思うの

ですけれど、どんな思いを持っているか教えていただきたいと思います。

○原マーケティング課長 使っていない進入路についてのご質問ですが、１号進入路と呼

んでいるものだと思います。それについては、開業当初利用したいということで始めたよ

うですが、交差点からの距離が近いことや、西から来て南向きに右折して入場する場合に、

右折レーンがとれていないということで、警察から使用してはいけないと指導されたと聞

いています。現在もその考え方には変わりがないと確認していますが、今後、先ほどＢｔ

ｏＣでフードホール等を計画していますので、そういうものを整備する場合には、さらに

車の渋滞を起こさないような進入動線を検討しなければいけません。その際に、ここも、

さらに周辺も場合によっては含めて、進入動線の確保をしていきたいと思っています。以

上です。

○松尾委員 警察が使ってはいけないという話のようですけれど、調べたら市街化調整区

域です。建物が建っているのですけれど、これも農家住宅か何かで恐らく建っていると思

うのですけれども、多分進入路になっていると思うのです。ここの使用には、警察は多分

許可を出しているのです。建築確認を取っているわけですから。それで市場の進入は使っ

てはいけませんというのもどうかと思いますので、しっかりと協議して、今も県有財産が

駐車場になっているのです。物置になっている。管財課で持っているのか、市場の資産に



- 14 -

なっているのか、調べていませんけれど、きちんと対策をしていただきたいと思います。

答弁を聞いていましたら、本当にまだ手探りの状態でほとんど決まっていないと思いま

すので、私の思いをお話しさせていただきたいと思います。先日、大阪鶴見花き地方卸売

市場に行き、あそこは高速道路の近畿道を走っていましたら右側にあるドーム型の建物で

すけれど、下に市場があり、上はアウトレットが入っているのです。これからＰＦＩです

るのにいろいろな可能性を探っていかれると推察しているのですけれど、本当にそんな形

で例えば民間に入っていただいたら、ホテルやアリーナを建てなくても違うにぎわいの形

も絶対に出てくると思います。この今の計画案にとらわれず、これから万が一そんな話も

出てくるかもしれませんので、柔軟にいろいろな形を対応していただきたいと。うなずい

てくれているから、答弁は要りませんけれど、そうしていただいて、日本でも、この市場

を見に行けば最先端だという市場にしていただきたいと思います。

もう１点、水族展示と書いてあるのですけれど、水族館のようなものつくるのでしょう

けれど、奈良県には水産研究所がないのです。恐らく全国でも奈良県だけがないと思いま

す。いろいろな数字の指標がありますけれど、これから２０５０年ぐらいには、恐らく地

球の人口が８０億人、７７億人、７８億人といういろいろな推計が出ているのですけれど、

本当にそのくらいの人口になってきた場合、漁獲量の８０％がなくなるだろうという試算、

森林面積は５０％以上が消失されるという試算を出している方がおられます。世界中で水

産物の取り合いが始まるようなことが、わずか３０年後に起こり得る可能性があるわけで、

それを対策するには技術革新しかないと思います。奈良県では、海なし県ですから養殖と

いうアイデアがなかなか出てこなかったのですけれど、今、下市町でもエビの養殖を始め

たり、天川村洞川においてはフグの養殖を始めたりしています。十津川村ではウナギの養

殖もしていますので、何とかこれをチャンスとして、水族館ではなく水産研究所のような

ものをしっかりつくって、一つの産業を育てる意味でも、つくるべきだと思いますが、こ

れだけ答弁をいただきたいと思います。

○原マーケティング課長 新しいアイデアの提案をいただいたと思っています。水族展示

については、内水面漁業の振興を兼ねて、アユ、アマゴ、金魚等の展示アピールもできれ

ばという思いで入れているところです。研究というテーマでお話をいただきましたので、

それも今後の検討課題とさせていただければと思っています。

○松尾委員 これから注視したいと思いますので、よろしくお願いします。終わります。

○池田委員 まず、本会議でも質問があり、知事から答弁がありましたが、有害鳥獣によ
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る被害の状況と対策についてです。取り組み状況については本会議で知事から答弁があり

ましたので、より具体的に現在どのような取り組みをされているかについてお聞かせいた

だきたいと思います。

○田中農業水産振興課長 鳥獣害の対策について、詳しくお話したいと思います。鳥獣害

対策については、本会議でも知事が答弁したように、人材育成、生育環境管理、被害防除、

有害捕獲の４本柱で、市町村と関係団体で組織する鳥獣被害対策協議会と連携して実施し

ています。まず、人材育成については、１つは狩猟免許取得経費を一部助成したり、地域

指導者等に対する被害防止対策に係る研修会を開催したりしています。生育環境管理につ

いては、有害鳥獣の隠れ場所となる耕作放棄地を草刈りして緩衝帯としており、平成２９

年度については約６．７７ヘクタールを実施しています。

被害防除については、捕獲おりの購入や野生鳥獣が農地へ侵入するのを防ぐための防護

柵の設置を支援しており、平成２９年度においては、箱わな５３基、くくりわな３２６基

を購入し、防護柵については、県内全体に１１０キロメートルを設置しています。また、

有害捕獲については、ニホンジカやイノシシなどの捕獲活動経費を助成し、平成２９年度

においては、国の交付金の中で７，５２１頭、県単独補助として、イノシシが１，１１６

頭、ニホンジカ６９０頭などを捕獲しました。これに加えて、特に県の南部・東部地域で

被害が多く発生しているニホンジカへの対策として、森林環境税を活用して雌鹿の有害捕

獲に対する報奨金の上乗せ助成を実施し、国の交付金と重複している分もありますが、３，

２３０頭分の支援実績があります。以上です。

○池田委員 取り組んでいただいていることは重々承知していますが、恐らく県内のどの

地域においても被害がましになったという実感をお持ちの農家は恐らくおられないのでは

ないかと。もしかしたらおられるかもしれないですが、ほとんどおられないのではないか

と思っています。いろいろとお尋ねしますが、代表的な害を及ぼすような例えば鹿やイノ

シシの生息数など、大体どのくらいの数が県内にいるか把握されているのでしょうか。数

字をお持ちであれば教えていただきたいと思います。

○田中農業水産振興課長 ニホンジカとイノシシの生息数ですけれども、基本的に県とし

てはニホンジカとイノシシについては、イノシシは奈良県イノシシ第二種特定鳥獣管理計

画、ニホンジカは、奈良県ニホンジカ第二種特定鳥獣管理計画をつくっています。その中

で、ニホンジカは、平成２８年度に実施している個体数抽出調査により、平成２７年度末

で約４万８，６００頭と推定しています。また、イノシシは、年次ごとの出生数、死亡率
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の変動が大きく個体数の変化が大きいため、高い精度での生息数の推定が困難になってお

り、生息数が何頭か把握していない状況です。以上です。

○池田委員 ニホンジカについては約４万８，６００頭ということですが、たしか以前お

聞きしたのが、県としては最終、被害を及ぼさない数がたしか６，５００頭ぐらいだった

のではないかと思うのですが、そこまで減らしていくのも、かなり長い時間がかかってし

まうと思うのです。当然、捕獲できる数も年間で見るとありますが、生まれてくる鹿もあ

るわけで、プラス・マイナスの増減を見て、目標とする６，５００頭までできるだけ速い

スピードでいかに減らしていくかということが課題だろうと思いますので、ぜひ、県のさ

らなる取り組み、予算の確保も含めてお願いしたいと思います。

また、イノシシについては、より厄介だと。５～６頭ぐらい産みますよね。先ほどのニ

ホンジカと一緒で、むしろイノシシのほうがふえる数が多いのではないかと推測されるわ

けで、なかなか実態をつかむのは難しいと思います。いろいろな工夫をしながら、このニ

ホンジカもあわせて、ほかの有害の鳥獣もそうですけれども、予算の確保、取り組みの強

化、これに尽きると思いますので、ぜひ来年度以降お願いしたいと思います。

この被害の状況と対策について、私の選挙区で地元である奈良市と山添村についてどの

ような状況になっているか、わかればお聞かせいただきたいと思います。

○田中農業水産振興課長 奈良市と山添村の鳥獣害対策の状況、対策についてということ

です。奈良市については、先ほど述べた鳥獣被害の報告の中では、イノシシ、ニホンジカ

で被害面積が２６ヘクタール、被害金額７５５万円と出ています。それで、被害対策の主

な取り組み状況については、捕獲おりの購入支援のほか、緊急捕獲活動支援の取り組みを

進め、イノシシ３５０頭、ニホンジカ７５頭を捕獲し、雌鹿の上乗せ報奨金では３３頭を

捕獲しています。また、山添村については、平成２９年度の鳥獣被害はイノシシ、ニホン

ジカ、アライグマなどの被害面積は１１ヘクタール、被害金額１，１７３万円と聞いてい

ます。山添村は、先ほどの奈良市と同じように捕獲おりの購入、緊急捕獲活動支援で、イ

ノシシ１５５頭、ニホンジカ７７頭を捕獲しています。また、雌鹿の有害捕獲に対する報

奨金では７５頭になっています。それに加えて、国の対策を活用して、集落の水田をまと

めて取り囲む防護柵を設置し、平成２９年度は９．７キロメートルを設置しています。以

上です。

○池田委員 いずれにしても、県の取り組みの強化、予算の確保、関係団体との連携、協

力により、できるだけ被害面積も被害金額も抑えるように努力していただきたいと思いま



- 17 -

す。

２つ目で、先ほどご説明いただきました奈良県中央卸売市場の再整備についてです。改

めてお尋ねしますが、現在の卸売業者の数と仲卸の数、関連事業者の数、ここでご商売を

されている方もあろうかと思いますが、それぞれ教えていただけますか。

○原マーケティング課長 卸売市場の業者の数のご質問です。

平成３０年６月１日現在、青果については、卸売業者２社、仲卸業者２０社となってい

ます。水産については、卸売業者２社、仲卸業者２２社です。関連事業者については、３

０社となっています。以上です。

○池田委員 今後、リニューアルされると、例えば東京で話題になりました、豊洲市場に

移転することによって平方メート当たりの賃料が随分上がったと聞いていますが、今回、

奈良県の卸売市場の再整備に係る賃料の設定の考え方について、教えていただけますか。

○原マーケティング課長 いわゆる賃料、使用料の考え方ですが、国から示されている算

出方式があり、それにのっとり試算を行い、事業者と相談しています。説明させていただ

きますと、建設事業費を、仮に２００億円としていますが、それを踏まえて、建設事業費

から、解体費や想定している国庫補助金、公営企業の繰出金などを控除して、そこに当初

から建っている市場用地費と、整備後の維持管理費を加えて、その額に対して事業者が使

う面積で面積割をして、平方メートル単価を算出するという考えになっています。

○池田委員 先ほどのご説明の中で、市場内の関係者、事業者に２００億円の概算の事業

費の算出の前に希望の面積を聞かれたと。将来的に使う面積がどのくらいですかと恐らく

聞かれたのだと思います。その必要な規模面積を聞いて、その積み上げで必要な面積を算

出して、試算すると約２００億円という計算になったということですけれども、その希望

面積を各事業者から聞き取りをされる際に、将来はこのくらいの平方メートル単価になる

見込みですなどのやりとりや、県からの説明はあったのでしょうか。あわせて、現在、事

業者とどのような話し合いになっているか、まだまだスケジュールを見ると先の話ですの

で、そんなにきょうあすの話ではないのですが、ただ、やはり事業や経営計画にもかかわ

ってくることなので、どのようになっているのかお聞かせいただきたいと思います。

○原マーケティング課長 まず、面積の希望調査をしましたが、そのときには使用料が幾

らという前提の話はしていません。鶏が先か卵が先かになるのですが、まず面積をお聞き

して、それに基づいてどういう規模の市場の再整備が必要かということで事業費を出して

います。事業費を出さないと、使用料を計算することもできませんので、一旦、使用料を
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試算して、おおむね１．５倍から２倍程度におさまるのではないかということになりまし

た。それを事業者にお示しした上で、現在ワークショップ形式で意見交換会の場を設けて、

既に１１月から２回開催して、今週ももう１回開催する予定で、回数を重ねながら意見交

換をして、これで面積が変われば使用料も変わるということで、どこかで一度決めないと

結論が出ませんので、今後、再整備の内容を固めながら、その内容も事業者の意見を聞き

ながら詰めていきたいと思っています。

○池田委員 先ほども申しましたように、事業者にとっては賃料が現段階でも１．５倍か

ら２倍とおっしゃられましたので、２倍となるとかなり家賃の負担が固定費として重く経

営にものしかかってくると予測されます。今後ワークショップ、意見交換会を重ねて、十

分に事業者から理解、納得が得られる方向に向けていただきたいと思います。また、私か

らの提案ですけれども、１つは、今ＢｔｏＢの話ですけれども、隣のエリアのＢｔｏＣの

部分も当然家賃という形になってくると思うのですが、平方メートル単価の差別化を図る

ことも一つの方法ではないかと思います。

２つ目には、恐らく現状の平方メートル単価にはおさまらないと思いますので、例えば

先ほど申しました経営圧迫もしかねない状況になります。例えば取扱量を見ても、この資

料でいただきましたように、随分前との比較なので大幅な違いが出てくるのはやむを得な

いのですが、例えば青果であれば取扱高がピークであった平成１０年度の３６３．７億円

から平成２９年度は３１６．６億円で、１３％ほどの減少です。水産においては、ピーク

時の平成４年度の２８０．６億円から平成２９年度は１３３．２億円で、５３％の減と、

取扱量が半分以下になっています。関連会社においても、私の手持ちの資料で、例えば平

成２７年度と比べても、平成２９年度は約８％ほど減少しているということで、ここに書

いていますように少子高齢化や人口減少などさまざまな要因があると思います。賃料にお

いては段階的に、例えば数年かけてその平方メートル単価に持っていくなど、一定の配慮

が必要ではないかと思うのです。その２点を提案させていただきますので、ぜひご検討を

いただいて、よりよい再整備、市場になりますようにお願いして、質問を終わりたいと思

います。よろしくお願いします。

○川口（延）委員 報告いただきました中央卸売市場再整備基本計画の中間報告について

と、その他１点だけ、質問させていただきたいと思いますが、今ご答弁いただきました、

このあり方です。気になる答弁があったので、まず質問させていただきたいと思いますけ

れども、このアリーナの計画の中で、宿泊も伴うということで、スイムピア、いわゆるま
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ほろば健康パークからの宿泊も導線としてお答えいただきました。私は天理市選挙区選出

ですので、天理市には既にプラザホテルがあって、ことし新たにルートインが建設されて、

既に運営を開始されています。距離的なものと、まほろば健康パークのこれからの施設の

あり方として、アリーナをつくって、そこの必要性があって宿泊を見込むのならいいので

すけれど、今ある民間のホテルの営業を圧迫するようなやり方であればなかなか賛成しづ

らいと思いますので、今後検討していただきたいと思います。

本題に入りますけれども、ＢｔｏＣで今このスケジュールイメージを載せていただいて

いると思うのですが、まだ予算も規模も決まっていない中で、２０２５年をめどに、矢印

を描いていると思うのですが、どこまでを含めて２０２５年をイメージされているのか、

教えていただきたいと思います。

○原マーケティング課長 ＢｔｏＣのスケジュールですが、内容はあくまでも一例として

まとめたもので、期間についても仮定として入れています。

○川口（延）委員 そうであれば、載せる意味はないと思うのですけれど、本題のＢｔｏ

Ｂいわゆる卸売市場の部分で２０２６年と記載されていますが、先日行われた再整備検討

委員会でも、大阪万博の２０２５年までに必ず間に合わさないと意味がないという話があ

りましたので、これからの計画でありますが、２０２５年に間に合うような計画が必要だ

と思います。このＢｔｏＣについては、何をどこまでするかによって大きく変わってくる

ものではないのかと思います。先ほどの質問でもありましたけれど、アリーナも含めてＢ

ｔｏＣというのか、あるいはアリーナや宿泊は、先日も言ったようにまちづくりだと思う

ので、本当に市場として必要なところだけまずこの計画に入れていただいて、部局的には

横断的に考えていただくのは必要だと思うのです。何が重要なのかを区別して書かないと、

このＢｔｏＣのような書き方をすると市場にとって何が必要なのかわからなくなってくる

気がするのですけれど、いかがですか。

○原マーケティング課長 ご指摘のありました点について、ご意見としていろいろと参考

に検討したいと思っています。私からは以上です。

○中村農林部次長（市場担当） もともとＢｔｏＢを検討する中で、にぎわい施設という

スタートがありました。イータリーといいますフードホールによって市場ににぎわいをつ

くって、市場の生鮮食料品や野菜そのものを売っていこう、売り上げにつなげていこうと

いうのが本来の趣旨でありました。買う、食べるだけではなく、例えば学ぶ、遊ぶについ

て検討する中で、そういう施設のアイデアもいろいろと出てきました。先ほどホテルの話
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もありましたけれど、内部の事業者からの要請もありましたのと、近くには昭和工業団地

があります。全部で１５０社ほどある中で協議会加盟社が７３社あります。その方たちに

ニーズ調査を行っている最中です。先ほど川口委員がお述べになりましたように、最近近

くにもホテルが建ったこともありますので、実際に大和郡山市内に泊まりたくても泊まれ

ず、奈良市で泊まっているという事情も一部聞いたので、ニーズ調査も行いながら、検討

していきたいと考えています。

今のＢｔｏＣの考え方ですけれど、分けて考えていく手法も検討の中に入れて事を運ん

でいきたいと思いますので、よろしくお願いします。以上です。

○川口（延）委員 ご答弁をいただきましたけれど、イータリーやイートインなど、食に

まつわるものであれば、この市場の再整備の基本計画と同時に進めていただければいいと

思うのですけれど、今の工業団地であったり、スポーツであったりというものを一緒にし

て、２０２５年に間に合わないということになるのであれば分けて考えないと、これらを

全て一緒に２０２５年に間に合わすのは、なかなか難しいと思います。市場に関係するこ

ととそれ以外のものに分けて計画を立てていただきたいと思いますので、お願いしておき

ます。

その他に移りたいと思いますが、昨年か、いつ質問したかを覚えていないのですけれど

も、県として今、首都圏の飲食店、小売店への配送料の一部負担をしていただいています。

もう１点、首都圏市場等へトラック運送を行う際の運送業者とのマッチングがあるのです

が、どのように広報をされているのか教えていただきたいと思います。

○原マーケティング課長 首都圏等への支援事業のＰＲについてのご質問だと思います。

周知については、昨年度からこういう事業に手を挙げていた事業者には直接連絡をして

います。奈良県農業法人協会会員、ＪＡならけん、県が登録している認定農業者向けのメ

ールがありますので、個別配信をしています。それから、各市町村の農林担当部署、もし

くは県農林振興事務所に資料を送り、農家が集まる場でのＰＲ、配布等をしていただいて

います。また、県のホームページにも掲載してＰＲしています。

○川口（延）委員 私の周りでも既に首都圏へ配送している事業者もおられますし、運送

関係でも知り合いがいるのですけどれも、この事業すら知らなくて、実際に首都圏に運ん

でいるにもかかわらず、この補助金を受けておられないということです。個人的な思いで

すけれど、生産者がこれを知っていれば当然申請されると思うのです。これも書いていま

すように、事前に申請が必要であるということだと思うのです。生産者に広報すると同時
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に、運ぶ運送会社が知っていれば、そういう提案もできると思うので、トラック協会であ

ったり、いろいろな両者ともに広報していかないと、実際に同じことをやっていても補助

金を受けられていないということがありますので、多方面の広報活動をお願いしたいと思

います。

あわせて、その際にも、沖縄県への輸送費の補助も考えていただきたいと質問しました。

先日、経済労働委員会で沖縄県へ視察に行き、お米が沖縄県ではなかなかとれないと説明

もいただいてきたところです。今、沖縄県にはファーマーズマーケットが約１２カ所あり、

そこでも国内のさまざまなお米が取り扱われています。長野県、新潟県、富山県、宮崎県

など、米がとれない以上、島外から運送されてきて食べているということですので、奈良

県のお米も力を入れていけばＰＲになると思います。これは一つのチラシですけれど、あ

がりはま市場で、新米フェアが１１月１０日から２日間、千葉県産とか宮崎県産など、５

キログラム単価も全て載って広報されているのです。余りここでは言えないので、仕入れ

単価や販売価格など調べて持ってきているのですけれど、十分に戦える価格だと思います

ので、沖縄県への奈良県からの輸送も考えていただきたいと思います。先日質問したとき

は実績がなかったのですけれど、天理市の柿出荷の取り組みで、平成２９年度で約４５７

ケースを５つの市場に送り、約１００万円の売り上げです。平成３０年は１１月２９日現

在で、約２倍になって、９０３ケースで約１８０万円の売り上げになっています。外国人

観光客が多く、ファーマーズマーケットで柿は非常に人気があり、フェリーに乗り外国か

ら入ってくる約４，０００人の観光客も大量に購入して帰られるということで、予算編成

の時期ですので、ぜひご検討いただきたいと思いますが、答えにくければ答弁は結構です。

○原マーケティング課長 新しい情報提供もありがたく拝聴しました。沖縄県への米、既

に柿、イチゴも配送していると聞いていますが、支援ができるかということです。

前回にもお答えさせていただいたのですが、首都圏への配送支援を行っていますが、沖

縄県についても、今後さらに需要の伸びや、実際に送られている天理市の事業者、団体の

方等からいろいろ意見を聞かせていただきながら、首都圏へ送っている手法とはなじまな

いと正直お話を聞いて思っていますが、どんなことができるのか今後いろいろとご相談、

検討していくべきと思っています。以上です。

○川口（延）委員 首都圏ということではなくて、例えば離島など、そのニーズに応じて、

ぜひ前向きにコメントをいただけますようお願い申し上げます。以上です。

○今井委員 幾つか質問をさせていただきます。
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１つは、先ほどの中央卸売市場で、いろいろ話が出たのですけれども、私も中央卸売市

場運営協議会の委員ということで、ずっと委員だったのですが一度もお呼びがなくて、委

員長にさせていただいたということで、やっとことし５月１７日の運営協議会に出席させ

ていただき、いろいろ議論に参加させていただきました。そのときには、今回出ているよ

うなホテルやアリーナや温浴施設など、そうした話が一切なかったのですけれども、一体

どこでこの話が出てきたのか、その点をお尋ねしたいと思います。

それから、市場にとって一番大事な魅力は、新鮮でおいしいものをどれだけ安定して安

く供給できるかであると思うのですけれど、今、奈良県は直売所がどんどん広がっていま

す。農家の方が市場ではなくて直売所に出す傾向が大きくなっている中で、この市場をリ

ニューアルをしたときにどれだけ物を集めることができるのか非常に気になるのですけれ

ども、どのように考えているのか、お聞かせいただきたいと思います。

○原マーケティング課長 ２点いただきましたが、いつ、このＢｔｏＣのいろいろな施設

の議論が進んだかということです。今井委員に出席いただきました運営協議会は５月に開

催したものだと思いますが、その際には３月に策定した基本構想のご説明をさせていただ

くにとどまっています。その後、食をテーマとしたにぎわいの施設の整備とあわせて、相

乗効果が見込めるいろいろな施設も含めて、先ほども答弁しましたように、いろいろな

方々へのヒアリングを通じて検討した結果、アリーナやホテルもいいのではないかという

話になってきたところです。事業者とも、いろいろと協議の場をもっています。そういう

ところで、ホテルのニーズも営業に来る方々からあると伺い、県の他部局との連携の中で

それぞれの必要性も浮かび上がってきたことを踏まえて、この中間報告をまとめる前にそ

ういう内容で固まってきたということです。

もう１点、県産食材の取り扱いを、今後どのように頑張っていくのだということだと思

います。おっしゃるように、直売所等へどんどん流れて、地場産、近郷物の取り扱いは減

っています。これも仲卸の事業者と話す中で、しっかりと集めて販売できる体制をとって

いこうと、こちらも話し合いをしています。そういった視点を大事にして、今後また、売

り上げ、業績を伸ばしていくことでこの再整備が成功すると思っています。以上です。

○今井委員 基本構想については、このときの運営協議会でいろいろお聞かせいただいた

ということですが、その後は、結局、内部で検討してこの方向になったという理解でよろ

しいのでしょうか。

○原マーケティング課長 いえ、実は今井委員にご連絡が行かなかったのかもしれないの
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ですが、充て職で委員のお願いをしており、委員メンバーが実は交代になっており、去る

１１月に同じ運営協議会を開催させていただいて、そこでお諮りしたところです。

○今井委員 その１１月の運営協議会の中では、皆さんがこうした案でいいですよという

ことになっていたのでしょうか。

○中村農林部次長（市場担当） もともとコンサルタントも入れています。事業者とも相

談しているところもあり、内部との相談の中で、内部と事業者を含めた将来ビジョン研究

会もあります。その中で検討してこの話が出てきたところです。以上です。

○今井委員 どちらにしても、受けとめるほうとしては割と突然な計画が出てきたという

受けとめをしているところですけれども、２００億円というお金が出ていましたが、この

２００億円は市場の部分だけが２００億円なのか、それともＢｔｏＣのほうも含めて総額

で２００億円なのか、そのあたりはどんなのでしょうか。

○原マーケティング課長 ２００億円については、ＢｔｏＢの市場本体の機能の再整備に

係る費用です。

○今井委員 図面がフードホール、アリーナ、ホテル、駐車場のあたりがぼやけさせてい

る図面が出ているのですけれども、集客をするのにこれだけ駐車場を潰してしまっていい

のかという心配もありますし、この道路際に沿った土地まで拡張しようと考えておられる

のか、そのあたりはいかがでしょうか。

○原マーケティング課長 ＢｔｏＣのエリアがはっきりとさせていないわけですが、そこ

は機能、面積等が確定していませんので、あえてそういう形でお示ししています。駐車場

は、現在の必要台数を把握しており、それを確保できるだけの面積は、再整備後、周辺の

今の加工場周辺施設や管理棟も含めて、取り壊して中央に集積する部分です。今度は、今

も使っておりますが、屋上の利用もしますので、必要台数は確保できる予定です。

道路と接している部分の用地を広げていくのかというお話ですが、ＢｔｏＣについては

商業施設ですので、先ほど中村農林部次長からの説明にもありましたが、建築基準法施行

条例の技術基準を満たすためには主要道路との接道の確保が必要となりますので、Ｂｔｏ

Ｂの本体工事を営業しながら行うにあたって、仮設の場所や、その間の仮の駐車場なども

必要になりますので、そのピンクのエリアにも必要な用地を確保する必要があるかもしれ

ないという状態になっています。

○今井委員 どちらにしても、奈良県の農業をどうするのかという、その基本が大事では

ないかと考えているわけで、国で食料の自給率が３９％から３８％に減少しています。奈
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良県は１５％で、横ばいという状況で、これだけ食料の自給率が低いところは世界的に見

てもないわけです。きちんとした食料を確保するのが非常に大事だと、思っています。耕

作放棄地を有効活用するのが求められていると思いますが、この耕作放棄地のマッチング

事業はどのようになっているのかお尋ねします。

○服部担い手・農地マネジメント課長 農地のマッチングの状況、特に耕作放棄地のマッ

チングについてのご質問ですけれども、今井委員お述べの耕作放棄地を含めた農地のマッ

チングについては、公益財団法人なら担い手・農地サポートセンターが行っている事業の

ことだと思います。農地の貸借によるマッチングを行うに当たり、その支障となっていま

すのが、対象とする農地について、進入路がない、駐車スペースがない、区画の形状がい

びつであって非常に悪い、一筆の面積が非常に小さい、耕作放棄地の状態が非常に悪い、

例えば山林化しているところや、やぶが生い茂っている状態、隣接農地との境界が不明で

あるなど、耕作条件が非常に悪いことが要因となっています。特に今井委員お述べの耕作

放棄地のマッチングを進めていくに当たっては、サポートセンターがマッチング成立に向

けてみずからが耕作放棄地の再生作業も行っています。再生するための補助事業、これの

活用も行っています。行っていますけれども、これにも限界があり、農地を借り受ける人、

あるいは農地の所有者みずからが耕作可能となるような条件整備を進めるか、隣接農家が

耕作放棄地も含めて一体的に耕作を実施するか、いずれにしても、地元周辺農家の協力が

不可欠だと考えています。県でも、市町村農業委員会と連携、協同して農家に耕作可能と

なるような条件整備ができる補助事業もありますので、その活用をしていただく取り組み

や、耕作放棄地の借り受けを地元農家の方にも協力をいただく取り組みを進めています。

以上です。

○今井委員 広陵町では、特定農業振興ゾーンの取り組みが進んでいるわけですけれども、

この間話を聞いていましたら、３０カ所ほどの農地をこのサポートセンターにお願いした

けれども、結局１件もマッチングできずに１年たったので戻ってきたと聞いています。ど

こが悪くて、道がないなどいろいろ話を聞かせていただきましたけれども、もう少し丁寧

なマッチングを行わないと奈良県の農業、耕作放棄地をなくすといろいろ言っていますが、

進んでいかないのではないかと思っているわけです。例えば、フランスでは青年の就労者

に助成金が出ていますけれども、日本でも年間１５０万円ぐらいの助成金が新規で始める

方に出ますけれども、その土地の状況によって、山岳地域なら２０１万円から４０２万円、

条件不利な地域なら１３４万円から２２８万円、平地なら１０７万円から１６１万円と、
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さまざまな土地の困難な条件によって助成金に差をつけて支援しているという取り組みな

ども行われております。本当に日本の農業を再生して自給率をもっと高めていくのであれ

ば、こういうことも検討していかなければならないのではないかと思います。

また、アメリカでも、実際に生産した人が市場価格との差額が赤字になった場合は国家

予算で補填してくれる方法と、暴落をしたときには政府が買い求めてくれる価格支持融資

という２本立ての融資が補償されており、どんなに暴落してもアメリカでは農業は生産費

の９割が補償されるという仕組みがあるということです。ですから、さきほど台風被害で

奈良県の支出が少ないと、３分の１が自己負担ということを言いましたが、大阪府は９割

が出ているということで、そういう農業を頑張っている人が災害に遭って、これで農業を

続けていけないと意欲をなくすことがあってはいけないと考えています。これはもっと国

のほうでも話をしていかなくてはいけないことで、本当に奈良県の農業は、生産額では下

から３番目で、そういう状況の中で何とかしていこうと思ったら、思い切った対応をして

いかなければいけないと思いますので、意見を述べさせていただきたいと思います。

この間、東アジア地方政府会合のときに、農業の分野の分科会を傍聴して、そのときに

藻谷浩介さんが言われていましたけれども、工業と農業でいいますと農業は衰退的に見ら

れがちな産業になっているのですが、むしろ工業のほうが、例えばトヨタのレクサスの部

品をつくっている九州のある地域では、ＩＴ化によって２割の人口が減っていると。だけ

れど、農業を中心にしているところは、逆に人間性を復活させたり、若い人が来たりなど

人口増にもつながっているという、農業はこれからの未来産業だという話をしていただき

ました。奈良県がどういう方向を向いていくのかによると思いますけれども、大事な食料

ですので、それをしっかり支える農業が奈良県に定着できる仕組みづくりが必要ではない

かと思っています。これについては、意見を述べさせていただきたいと思います。

ＮＡＦＩＣのことで、今の時期になりましたら、来年の入学生の問題が出てくると思い

ますけれども、どのくらい応募状況があるのか、お尋ねしたいと思います。

○服部担い手・農地マネジメント課長 ＮＡＦＩＣの入学、平成３１年度学生の応募状況

です。第１次募集を８月の末から９月の頭まで実施した結果、出願者数がフードクリエイ

ティブ学科が１０名、アグリマネジメント学科が２１名です。それぞれ試験を実施させて

いただき、フードクリエイティブ学科の合格者数が９名で、アグリマネジメント学科の合

格者数が１９名です。さらに、２次募集として、１１月５日から１１月２６日まで２次募

集を実施しました。出願者数がフードクリエイティブ学科が１名、アグリマネジメント学
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科が５名です。今はその状況です。

○今井委員 各学科２０名の募集に対して、開校以来一度も、アグリマネジメント学科は

そこそこですけれども、フードクリエイティブ学科は定員に達したことがない状況です。

毎年毎年、今度は今度はとずっと言い続けているのですが、いろいろとこの間言い続けて

きたことで少し改善してくれていると幾つか感じたところがあるのですけれども、バスを

運行していただくようになったり、調理師の免許を希望する人は取ることもできるなど、

少しは改善してもらっているのですが、たくさん来てもらうために必要ではないかと思う

のが、入学考査料がフードクリエイティブ学科が１万７，０００円、アグリマネジメント

学科が２，２００円です。ここをもう少し引き下げれば希望する人に受けてもらえるので

はないかと思うのです。この間、奈良交通株式会社のバスの後ろに大きな看板をつけて走

っているのを見たのですけれども、生徒に来てもらうためにパンフレットや看板をつくっ

たり、いろいろお金をかけていると思うのです。それをもう少し考査料の引き下げに回し

てもらったほうが、たくさんの人が応募してくれるのではないかという気がしています。

まだ２次試験、３次試験となっていきますが、いっぱいにしてほしいとお願いしたいと思

います。以上です。

○松尾委員 １点忘れていたことがあり、せんだっての質問の中でも誰か話していたので

すけれど、知事が有効求人倍率が１．６倍になって、奈良県内に企業誘致をしたのが３０

０数社になったという話をよく聞くのですけれど、先日吉野町の知り合いの企業の社長と

話す機会があり、本当に我々は人手不足であえいでいるのですとおっしゃって、もしかし

たら将来はリクルートのためにこの吉野町を出ていかなければ仕事が成り立たないかもし

れないという切実な思いを聞かせていただきました。その話を聞かせていただいたときに、

有効求人倍率は本当に成果が上がりましたといいように捉えられる数字だと思うのですけ

れど、相反するところでそういうものがありますので、県として有効求人倍率を下げるた

めの施策も必要ではないかと思っています。国においては、本当に人手不足ということで、

女性活躍や働き方改革や、外国人労働の出入国管理法改正などいろいろしていますけれど、

なかなか実を結んでいないのが実態で、有効求人倍率はまだまだ上がっていくと心配して

いるのです。奈良県で今ここに、恐らく潜在的な労働力が眠っているということをしっか

りと分析して、その労働力を奈良県独自で出していく努力も必要だと思うのですけれど、

人手不足の対策としてどのようなことをされているかお伺いします。

○水谷雇用政策課長 人手不足対策についてのご質問です。
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きのう知事も答弁しましたように、本県１０月の就業地別有効求人倍率は松尾委員お述

べのように１．７１倍で、近畿で１番、全国で２０番ということで、このところ高水準で

推移しています。従業員を雇用される企業にとっては人手不足の状況にあると認識してい

ます。このような状況は奈良県に限らず全国的なものであり、特に有効求人倍率の高い県

などでは、男性・女性の就業率が高く、求職者となる者がいない状況もあると聞いていま

す。特に有効求人倍率が２倍を超えている県もあります。

一方で、松尾委員お述べのように本県では１５歳以上人口の女性の就業率は全国最下位、

男性も全国ワースト３位という低さです。見方を変えますと、求職者となり得る方たちが

県内にはまだ多くいることを意味しています。就業されていない方をいかに働いていただ

くか、原因も含めて研究していくことが必要と考えています。また、本県の県外就業率は、

ご存じのとおり、２８．８％と、埼玉県に次いで高い状況で、県外就労についても歯どめ

をかけることが必要と考えています。

取り組みですが、県内企業への就業を促進するために、しごとｉセンターの中に無料職

業紹介所を設置し、求人、求職者それぞれのニーズに応じたきめ細かなマッチングを行っ

ています。また、県内企業が事業拡大など積極的に事業展開を図っていく上で必要となる

豊富な知識や実務経験を有する高度人材については、県内就労あっせん・起業支援センタ

ーで人材の掘り起こし、効果的な求職者開拓を行っており、マッチングに取り組んでいま

す。学生についても、本県は中小企業が多く、すぐれた企業がありましても知られていな

い企業が多いことから、県内企業の魅力を知っていただこうと考えており、企業が学生に

直接ＰＲ等を行う合同企業説明会の開催をしています。また、離職の状況、モデル年収、

男女別の従業員数、社長のビジョン等、学生の方に企業をわかっていただける奈良県優良

企業ガイドブック１５０選を作成して配布し、企業の紹介をしています。

一方で、これも奈良県の特徴ですけれども、卒業してから３年以内に離職される方が、

大学生で約３人に１人、高校生では約５人に２人など、全国平均よりも高いこともありま

す。そういった一度就職されてから離職される方について、学校で把握して、県内就労あ

っせんセンターに登録して、県内企業を紹介する取り組みなども、奈良工業高等専門学校

等と連携して始めています。

一方で、働くことに不安を抱えているニートの方に対しては、各個人に応じた就労支援

の取り組みを行っています。県内に２カ所ある地域若者サポートステーションに、臨床心

理士を配置し、困難な相談に対しても適切に対応するとともに、コミュニケーションの向
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上を目的としたセミナーや、家庭でどのような対応をしていくのがベストかという保護者

を対象としたセミナー、サポステでの合同企業説明会も実施しています。セミナーだけで

は就労に結びつかないニートの方に対しては、実際に理解のある企業で信頼のある指導員

が寄り添い、フォローもしながら就職に結びつけています。

さらに、労働者、働く方を送り込むというところですが、若者をはじめ、女性や高齢者

など、さまざまな方々がその希望や職業能力、生活との調和を図りながら就労できる環境

を企業の側でも整備していただくことが重要だと考えています。そこで、働き方改革です

が、平成２９年度から社会保険労務士等の専門家の派遣、今年度からは事業所等の職場で

自主的な取り組みの推進を担うキーパーソンを育成するワークショップなども開催してい

ます。また、どこの会社がいい取り組みをされているかも紹介する必要がありますので、

ことし１０月に創刊したなら産業人材育成ジャーナルを、今後、年２回発行して、好事例

の紹介にも取り組んでいきたいと思っています。

これらの事業を通じて、働きやすく生産性の高い職場づくりを進めて労働条件の改善を

促進することも、人手不足の解消につながるものと思っています。以上です。

○松尾委員 ご答弁、長々とありがとうございました。

いろいろ対策もしていただいていると思うのですけれど、実を結んでいるところもある

でしょうけれど、それ以上に、県内に企業が来られて立地件数が多いから有効求人倍率が

高どまりしていると思ったりもするのです。例えば全国的に労働力不足になっているとい

うことなら、最低賃金に関しても奈良より大阪のほうが高いわけで、働く側からすれば、

高い給料のところに行くのではないかと思い、奈良から大阪は電車に乗ってすぐですから、

全部大阪にとられてしまう危惧もしています。何とか対策をしてもらわなければ、今まで

県内に根を張って、活動している企業を守るのも行政の役割だと思っていますので、しっ

かりと対策をしていただきたいと思います。いろいろ聞いていましたら、例えば部局横断

的に１つのセクションでもつくってしていかなければならないと思います。例えば、１５

歳以上の女性の就業率ワースト１ということも言っていますので、主婦をしっかりサポー

トする環境といえばこども・女性局のどの課かわかりませんけれど、違う課との取り組み

もあわせて、人材確保に向けた一つのセクションをつくるときが来たと思うのですが、ご

所見がありましたら中川産業・雇用振興部長にお答えいただきたいと思います。

○中川産業・雇用振興部長 きのうの森山議員のご質問で知事が答えさせていただいて、

人口減少による人手不足が非常に厳しい状況で、全国的に起こっているものです。人口が
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急に回復するわけでもなく、本当に真剣に考えていかなければならないということで、当

然その中に外国人労働者が入っていると思います。先ほど水谷雇用政策課長がご答弁させ

ていただきましたけれど、本県の就業率は、大阪で働こうが奈良で働こうが、国勢調査の

資料なので、女性は最下位、男性は下から３番目という状況です。単純に言うと働いてい

ない方がたくさんおられると、他県に比べた率ですので、それをいかに働いていただける

ように持っていくのか、なぜそういう状況になっているのか、しっかり分析させていただ

きたいと思います。

もう一つは、企業ととにかくマッチングをすることが、なかなかすぐには解決しないか

もしれないですけれど、いろいろな地道な取り組みをさせていただいて、潜在的な労働力

の掘り起こしと、企業とのマッチングをしっかり力を入れていきたいと思います。以上で

す。

○和田委員長 ほかに委員の質問がございませんので、これで終わります。

次に、委員長報告についてでありますが、本会議で反対討論をされる場合は、委員長報

告に反対意見を記載しないこととなっております。

日本維新の会は反対討論をされますか。

○松尾委員 はい、反対討論します。

○和田委員長 日本維新の会は反対討論をされます。

では、議第９５号中、当委員会所管分については、委員長報告に反対意見を記載しませ

んので、よろしくお願いいたします。

次に、委員長報告でありますが、正副委員長に一任願えますか。

（「はい」と呼ぶ者あり）

それでは、そのようにさせていただきます。

以上で、本日の委員会を終わりたいと思います。


